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― 令和２年度「全国労働衛生週間」 10 月 1 日～7 日まで ― 

 
スローガン「みなおして 職場の環境 からだの健康」 

 
石綿障害予防規則が改正 

被災家屋等の解体工事における石綿飛散・漏洩防止対策の徹底を！ 
「全国労働衛生週間」は労働者の健康管理や職場環境の改善など「労働衛生」に関する

国民の意識を高め、職場の自主的な活動を促して労働者の健康を確保することを目的と

して、毎年実施しており、今年で 71 回目になります。各職場においては下記のような様々

な取組みを展開し、誰もが安心して健康に働ける職場づくりへのご協力をお願いします。 

なお、本年については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、いわゆ

る“三つの密”（①密閉空間、②密集空間、③密接空間）を避けることを徹底しつつ、各

事業場の労使協力のもと、実施していただきますようお願いします。 

なお、熊本県は令和２年７月豪雨により甚大な被害を受けており、その復旧工事に伴う

労働災害及び健康障害が懸念されるところです。特に、被災家屋等の解体工事現場にお

いては、令和２年７月１日に公布され、令和２年 10 月１日から順次施行される改正石綿

障害予防規則に沿った対策が重要となってきます。熊本労働局としても全国労働衛生週

間の準備期間中から施工業者等への説明会の開催、解体工事現場のパトロールの強化な

どにより、石綿の飛散・漏洩による労働者の健康障害を防止するための対策を積極的に

講じていきます。 

 

全国労働衛生週間に実施する事項（10 月 1 日～7 日） 

１．事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視  

２．労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示  

３．労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰  

４．有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の災害を想定した実地訓練
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等の実施  

５．労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・写真・標語等の掲示、その他労

働衛生の意識高揚のための行事等の実施  

準備期間中に実施する事項 （9 月 1 日～30 日） 

１．重点事項 

（１）過重労働による健康障害防止のための総合対策の推進 

① 時間外・休日労働の削減、年次有給休暇の取得促進及び労働時間等の設定の

改善による仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

② 労働安全衛生法に基づく、労働時間の状況の把握や長時間労働者に対する医

師の面接指導等の実施の徹底 

③ 健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関する医師への適切な情報

提供、医師からの意見聴取及び事後措置の徹底 

④ 小規模事業場における産業保健総合支援センターの地域窓口の活用 ほか 

（２） 労働者の心の健康の保持増進のための指針等に基づくメンタルヘルス対策の 

推進 

① 事業者によるメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明 

② 衛生委員会等における調査審議を踏まえた「心の健康づくり計画」の策定、実

施状況の評価及び改善 

③ ストレスチェック制度の適切な実施、ストレスチェック結果の集団分析及びこ

れを活用した職場環境改善の取組 

④ 産業保健総合支援センターにおけるメンタルヘルス対策に関する支援の活用 

ほか 

（３）労働災害の予防的観点からの高年齢労働者に対する健康づくりの推進 

  ① 事業者による高年齢労働者の労働災害防止対策に積極的に取り組む旨の表明 

  ② 高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害の発生を考慮したリスクア

セスメントの実施 

  ③ 高年齢労働者が安全に働き続けることができるよう、事業場の実情に応じ、施

設、設備、装置等の改善及び体力の低下等の高年齢労働者の特定を考慮した、

作業内容等の見直し ほか 

 （４）化学物質による健康障害防止対策に関する事項 

① 中小規模事業場を中心とした特定化学物質障害予防規則、有機溶剤中毒予防規

則等の特別規則の遵守の徹底（非製造業業種を含む） 

② 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷する際のラベル表示・安全デ

ータシート（SDS）交付の状況の確認 

③ SDSにより把握した危険有害性についてリスクアセスメントの実施とその結果

に基づくリスク低減対策の推進 ほか 

（５）石綿による健康障害防止対策に関する事項 

① 建築物等の解体・改修工事における石綿ばく露防止対策の徹底及びこれらの対

策の実施に対する発注者による配慮の推進 

② 吹付石綿等が損傷、劣化し、労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物

等における吹付石綿、保温材等の除去、封じ込め等の徹底（貸与建築物等の場
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合において貸与者等に措置の実施を確認し、又は求めることを含む。） ほか 

 （６）受動喫煙対策に関する事項 

① 「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」に基づく必要な対策の実

施 

② 支援制度（専門家による技術的な相談支援、たばこ煙の濃度等の測定機器の貸

与、喫煙室の設置等に係る費用の助成）の活用 

（７）治療と仕事の両立支援対策の推進に関する事項 

① 事業者による基本方針等の表明と労働者への周知 

② 両立支援に活用できる休暇・勤務制度や社内体制の整備 

③ 治療と仕事の両立を支援するための制度導入等に係る助成金、産業保健総合支

援センターによる支援の活用 ほか 

（８）その他の重点事項 

① 職場における腰痛予防対策指針による腰痛の予防対策の推進 

② 「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に基づく熱中症予防対策の徹底 

③ 事務所や作業場における清潔保持 

２．労働衛生３管理の推進等 

   「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリス

ト」を活用し、職場の状況を確認した上で、職場の実態に即した、実行可能な感染

拡大防止対策の検討及び対策の実施 ほか 

３．作業の特性に応じた事項 

４．東日本大震災等に関連する労働衛生対策の推進 

 



 

令和２年度全国労働衛生週間実施要綱 

 

１ 趣旨 

全国労働衛生週間は、昭和 25年の第１回実施以来、今年で第 71 回を迎える。この間、

全国労働衛生週間は、国民の労働衛生に関する意識を高揚させ、事業場における自主的労

働衛生管理活動を通じた労働者の健康確保に大きな役割を果たしてきたところである。 

労働者の健康をめぐる状況については、脳・心臓疾患、精神障害の労災認定件数は、こ

こ数年は 700 件台で推移し、また、仕事や職業生活に関する強い不安、悩み又はストレス

を感じる労働者は、依然として半数を超えている（平成 30年労働安全衛生調査（実態調

査））。このような状況の中、過労死等を防止するためには、働き方改革の推進と相まって、

長時間労働による健康障害の防止対策及びメンタルヘルス対策の推進が必要である。 

また、健康寿命とともに職業生涯が延伸し、高年齢労働者が職場においてより大きな役

割を担うようになり、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりや労働災害

の予防的観点から、健康づくりを推進していくことが求められている。このため、高年齢

労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイドライン）を策

定し、健康づくり等の取組を推進していくこととしている。 

日本の労働人口の約３人に１人が何らかの疾病を抱えながら働いている中で、職場に

おいて、病気を抱えた労働者の治療と仕事の両立への対応が必要となる場面が増えるこ

とが予想されることから、「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」

の周知啓発等を進めることにより、企業の意識改革や地域における支援体制の強化を進

めている。 

化学物質に起因する労働災害については、年間 500 件程度で推移しており、危険物によ

るものが約４割、有害物によるものが約６割となっている。また、有害物による労働災害

のうち、特定化学物質障害予防などの特別規則の対象となっていない有害物によるもの

が８割を占めている。こうした化学物質による健康障害を防止するため、関連法令に基づ

く取組の徹底に引き続き取り組むとともに、特別規則の対象となっていない化学物質に

よる労働災害を防止するため、各事業場におけるリスクアセスメント及びその結果に基

づくリスク低減対策の実施を更に促進していくこととしている。 

また、職業がんの労災補償の新規支給決定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心に年

間 900 人を超えている中で、石綿の製造・使用等が禁止される前に石綿含有建材を用いて

建設された建築物が今なお多数現存しており、その解体工事が 2030 年頃をピークとして、

増加が見込まれる中、解体・改修前に義務づけられている石綿の有無に関する事前調査や

石綿の発散防止措置が適切に行われていない事例が散見される。このため、石綿障害予防

規則を改正し、石綿によるばく露防止対策を強化することとしている。 

 

このような背景を踏まえ、今年度は、 
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「みなおして 職場の環境 からだの健康」 

をスローガンとして全国労働衛生週間を展開し、事業場における労働衛生意識の高揚を

図るとともに、自主的な労働衛生管理活動の一層の促進を図ることとする。 

  なお、本年については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、いわゆ

る“三つの密”（①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、②密集空間（多くの人が密集

している）、③密接空間（お互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発声が行われる））

を避けることを徹底しつつ、各事業場の労使協力のもと、全国労働衛生週間を実施するこ

ととする。 

 

２ スロ－ガン  

みなおして 職場の環境 からだの健康 

 

３ 期 間  

10 月１日から 10 月７日までとする。  

なお、全国労働衛生週間の実効を上げるため、９月１日から９月 30日までを準備期間

とする。  

 

４ 主唱者  

厚生労働省、中央労働災害防止協会  

 

５ 協賛者  

建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働

災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会 

 

６ 協力者  

関係行政機関、地方公共団体、安全衛生関係団体、労働団体及び事業者団体  

 

７ 実施者  

各事業場  

 

８ 主唱者、協賛者の実施事項 

 以下の取組を実施する。 

(1) 労働衛生広報資料等の作成、配布を行う。  

(2) 雑誌等を通じて広報を行う。  

(3) 労働衛生講習会、事業者間で意見交換・好事例の情報交換を行うワークショップ等を

開催する。  



 

(4) 事業場の実施事項について指導援助する。  

(5) その他「全国労働衛生週間」にふさわしい行事等を行う。  

 

９ 協力者への依頼  

主唱者は、上記８の事項を実施するため、協力者に対し、支援、協力を依頼する。  

 

10 実施者の実施事項  

労働衛生水準のより一層の向上及び労働衛生意識の高揚を図るとともに、自主的な労

働衛生管理活動の定着を目指して、各事業場においては、事業者及び労働者が連携・協力

しつつ、次の事項を実施する。  

(1) 全国労働衛生週間中に実施する事項  

ア 事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視  

イ 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示  

ウ 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰  

エ 有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等緊急時の災害を想定した実地訓

練等の実施  

オ 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・写真・標語等の掲示、その他労

働衛生の意識高揚のための行事等の実施  

 

(2) 準備期間中に実施する事項  

下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検を行う。 

ア 重点事項 

(ｱ) 過重労働による健康障害防止のための総合対策の推進 

ａ 時間外・休日労働の削減、年次有給休暇の取得促進及び労働時間等の設定の

改善による仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

ｂ 事業者による仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進や過重労

働対策を積極的に推進する旨の表明 

ｃ 労働安全衛生法に基づく、労働時間の状況の把握や長時間労働者に対する医師

の面接指導等の実施の徹底 

d 健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関する医師への適切な情報提

供、医師からの意見聴取及び事後措置の徹底 

ｅ 小規模事業場における産業保健総合支援センターの地域窓口の活用 

(ｲ) 労働者の心の健康の保持増進のための指針等に基づくメンタルヘルス対策の推

進 

ａ 事業者によるメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明 

ｂ 衛生委員会等における調査審議を踏まえた「心の健康づくり計画」の策定、実



 

施状況の評価及び改善 

ｃ ４つのメンタルヘルスケア（セルフケア、ラインによるケア、事業場内産業保

健スタッフ等によるケア、事業場外資源によるケア）の推進に関する教育研修・

情報提供 

ｄ 労働者が産業医や産業保健スタッフに直接相談できる仕組みなど、労働者が

安心して健康相談を受けられる環境整備 

ｅ ストレスチェック制度の適切な実施、ストレスチェック結果の集団分析及び

これを活用した職場環境改善の取組 

f 職場環境等の評価と改善等を通じたメンタルヘルス不調の予防から早期発

見・早期対応、職場復帰における支援までの総合的な取組の実施 

g 自殺予防週間（９月 10 日～９月 16 日）等をとらえた職場におけるメンタル

ヘルス対策への積極的な取組の実施 

h 産業保健総合支援センターにおけるメンタルヘルス対策に関する支援の活用 

(ｳ) 労働災害の予防的観点からの高年齢労働者に対する健康づくりの推進 

   高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドラインに基づく措置を実施 

 a 事業者による高年齢労働者の労働災害防止対策に積極的に取り組む旨の表明 

b 高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害の発生を考慮したリスクア

セスメントの実施 

c 高年齢労働者が安全に働き続けることができるよう、事業場の実情に応じ、施

設、設備、装置等の改善及び体力の低下等の高年齢労働者の特性を考慮した、

作業内容等の見直し 

d 労働安全衛生法で定める雇入時及び定期の健康診断の確実な実施。また、労働

者の気付きを促すための体力チェックの活用 

e 高年齢労働者の身体機能の維持向上のための取組の実施 

(ｴ) 化学物質による健康障害防止対策に関する事項 

ａ 中小規模事業場を中心とした特定化学物質障害予防規則、有機溶剤中毒予防

規則等の特別規則の遵守の徹底（非製造業業種を含む） 

ｂ 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷する際及びユーザーが購入

した際のラベル表示・安全データシート（SDS）交付の状況の確認 

ｃ SDS により把握した危険有害性に基づくリスクアセスメントの実施とその結

果に基づくばく露濃度の低減や適切な保護具の使用等のリスク低減対策の推進 

ｄ ラベルや SDS の内容やリスクアセスメントの結果について労働者に対する教

育の推進 

ｅ 危険有害性等が判明していない化学物質を安易に用いないこと、また、危険

有害性等が不明であることは当該化学物質が安全又は無害であることを意味す

るものではないことを踏まえた取扱い物質の選定、ばく露低減措置及び労働者



 

に対する教育の推進 

ｆ 皮膚接触や眼への飛散による薬傷等や化学物質の皮膚からの吸収等を防ぐた

めの適切な保護具や汚染時の洗浄を含む化学物質の取り扱い上の注意事項の確

認 

ｇ 特殊健康診断等による健康管理の徹底 

(ｵ) 石綿による健康障害防止対策に関する事項 

ａ 建築物等の解体・改修工事における石綿ばく露防止対策の徹底（特に、事前調

査の徹底、労働基準監督署に対する届出の徹底、隔離・湿潤化の徹底、呼吸用保

護具等の使用の徹底及び適正な使用の推進、作業後等の労働者の洗身や工具等

の付着物の除去の徹底、石綿作業主任者の選任及び職務遂行の徹底、健康診断

の実施の徹底及び離職後の健康管理の推進）及びこれらの対策の実施に対する

発注者による配慮の推進 

ｂ 吹付け石綿等が損傷、劣化し、労働者が石綿等にばく露するおそれがある建

築物等における吹付け石綿、石綿含有保温材等の除去、封じ込め等の徹底（貸与

建築物等の場合において貸与者等に措置の実施を確認し、又は求めることを含

む。） 

(a) 労働者が就業する建築物における石綿含有建材の使用状況の把握 

(b) 建材の損傷劣化状況に関する必要な頻度の点検の実施 

(c) 建材の劣化状況等を踏まえた必要な除去等の実施 

(d) 設備の点検、補修等の作業を外注する場合における、吹付け石綿や石綿含有

保温材等の使用状況、損傷・劣化等の状況に関する当該設備業者等への情報提

供の実施 

ｃ 石綿にばく露するおそれがある建築物等において労働者を設備の点検、補修

等の作業等に臨時で就業させる場合の労働者の石綿ばく露防止 

(a) 労働者を臨時に就業させる建築物等における吹付け石綿や石綿含有保温材

等の使用状況、損傷・劣化等の状況に関する当該業務の発注者からの情報収集

の実施 

(b) 労働者が石綿にばく露するおそれがある場合（不明な場合を含む。）におけ

る労働者の呼吸用保護具等の使用の徹底 

ｄ 禁止前から使用している石綿含有部品を交換・廃棄等を行う作業における労

働者の石綿ばく露防止対策の徹底 

(a) 工業製品等における石綿含有製品等の把握 

(b) 石綿含有部品を交換・廃棄等を行う作業における呼吸用保護具等の使用等 

(ｶ) 受動喫煙対策に関する事項 

  「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」（令和元年７月１日付け基

発 0701 第１号）に基づき、以下の職場における受動喫煙防止対策を実施 



 

ａ 各事業場における現状把握と、それを踏まえ決定する実情に応じた適切な受

動喫煙防止対策の実施 

ｂ 受動喫煙の健康への影響に関する理解を図るための教育啓発の実施 

ｃ 支援制度（専門家による技術的な相談支援、たばこ煙の濃度等の測定機器の

貸与、喫煙室の設置等に係る費用の助成）の活用 

(ｷ) 治療と仕事の両立支援対策の推進に関する事項 

「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（平成 31 年３

月 28日付け基発 0328 第 29 号、健発 0328 第１号、職発 0328 第 32 号）に基づき、

以下の事業場の環境整備を推進 

ａ 事業者による基本方針等の表明と労働者への周知 

ｂ 研修等による両立支援に関する意識啓発 

ｃ 相談窓口等の明確化 

ｄ 両立支援に活用できる休暇・勤務制度や社内体制の整備 

ｅ 治療と仕事の両立を支援するための制度導入等に係る助成金、産業保健総合

支援センターによる支援の活用 

(ｸ) その他の重点事項 

ａ 職場における腰痛予防対策指針による腰痛の予防対策の推進 

腰痛予防対策指針（平成 25 年６月 18 日付け基発 0618 第１号）に基づく以下

の対策の実施 

(a) リスクアセスメント及びリスク低減対策の実施 

(b) 作業標準の策定及び腰痛予防に関する労働衛生教育（雇入れ時教育を含む。）

の実施 

(c) 社会福祉施設及び医療保健業向けの腰痛予防講習会等を活用した介護・看

護作業における腰部に負担の少ない介助法の実施 

(d) 陸上貨物運送事業における自動化や省力化による人力への負担の軽減 

ｂ 「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」に基づく熱中症予防対策の徹底 

(a) WBGT 値（暑さ指数）の正確な把握と、基準値を超えると予想される場合の、

作業時間の見直し及び単独作業の回避 

(b) 自覚症状の有無にかかわらない水分・塩分の摂取 

(c) 健康診断結果を踏まえた日常の健康管理や健康状態の確認 

(d) 救急措置の事前の確認と実施 

    ｃ 事務所や作業場における清潔保持 

労働安全衛生規則や事務所衛生基準規則に基づく便所や休養室等の設置 

 

イ 労働衛生３管理の推進等 

(ｱ) 労働衛生管理体制の確立とリスクアセスメントを含む労働安全衛生マネジメン



 

トシステムの確立をはじめとした労働衛生管理活動の活性化 

ａ 労働衛生管理活動に関する計画の作成及びその実施、評価、改善 

ｂ 総括安全衛生管理者、産業医、衛生管理者、衛生推進者等の労働衛生管理体制

の整備・充実とその職務の明確化及び連携の強化 

ｃ 衛生委員会の開催と必要な事項の調査審議 

ｄ 危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく必要な措置の推進 

ｅ 現場管理者の職務権限の確立 

ｆ 労働衛生管理に関する規程の点検、整備、充実 

(ｲ) 作業環境管理の推進 

ａ 有害物等を取り扱う事業場における作業環境測定の実施とその結果の周知及

びその結果に基づく作業環境の改善 

ｂ 局所排気装置等の適正な設置、稼働、検査及び点検の実施の徹底 

ｃ 換気、採光、照度、便所等の状態の点検及び改善 

(ｳ) 作業管理の推進 

ａ 自動化、省力化等による作業負担の軽減の推進 

ｂ 作業管理のための各種作業指針の周知徹底 

ｃ 適切､有効な保護具等の選択、使用及び保守管理の徹底 

(ｴ) 健康管理の推進 

「職場の健康診断実施強化月間」（９月１日～９月 30 日）として、以下の事項を

重点的に実施 

ａ 健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内容に関する医師への適切な情報

提供、医師からの意見聴取及び事後措置の徹底 

ｂ 一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師又は保健師による保健

指導の実施 

ｃ 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく医療保険者が行う特定健診・保健

指導との連携 

ｄ 小規模事業場における産業保健総合支援センターの地域窓口の活用 

(ｵ) 労働衛生教育の推進 

ａ 雇入れ時教育、危険有害業務従事者に対する特別教育等の徹底 

ｂ 衛生管理者、作業主任者等労働衛生管理体制の中核となる者に対する能力向

上教育の実施 

(ｶ) 心とからだの健康づくりの継続的かつ計画的な実施 

(ｷ) 快適職場指針に基づく快適な職場環境の形成の推進 

(ｸ) 職場における感染症（新型コロナウイルス感染症、ウイルス性肝炎、HIV、風し

ん等）に関する理解と取組の促進 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止については、以下の取組を実施 



 

ａ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を予防する新しい生活様式を定着させ

る必要があることから、新しい生活様式の趣旨や必要性について、専門家会議で

示された「新しい生活様式（生活スタイル）の実践例」等を活用した労働者への

周知 

b  「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリ

スト」を活用し、職場の状況を確認した上で、職場の実態に即した、実行可能な

感染拡大防止対策の検討及び対策の実施 

 

 

ウ 作業の特性に応じた事項 

 (ｱ) 粉じん障害防止対策の徹底 

ａ  第９次粉じん障害防止総合対策に基づく「粉じん障害防止総合対策推進強化

月間」（９月１日～９月 30 日）としての次の事項を重点とした取組の推進 

(a) 屋外における岩石・鉱物の研磨作業若しくはばり取り作業及び屋外におけ

る鉱物等の破砕作業に係る粉じん障害防止対策 

(b) ずい道等建設工事における粉じん障害防止対策 

(c) 呼吸用保護具の使用の徹底及び適正な使用の推進 

(d) じん肺健康診断の着実な実施 

(e) 離職後の健康管理の推進 

ｂ  改正粉じん障害防止規則に基づく取組の推進 

(ｲ) 電離放射線障害防止対策の徹底 

(ｳ) 騒音障害防止のためのガイドラインに基づく騒音障害防止対策の徹底 

(ｴ) 振動障害総合対策要綱に基づく振動障害防止対策の徹底 

(ｵ) 情報機器作業における労働衛生管理のためのガイドラインによる情報機器作業

における労働衛生管理対策の推進 

(ｶ) 酸素欠乏症等の防止対策の推進 

ａ 酸素欠乏危険場所における作業前の酸素及び硫化水素濃度の測定の徹底 

ｂ 換気の実施、空気呼吸器等の使用等の徹底 

(ｷ)建設業、食料品製造業等における一酸化炭素中毒防止のための換気等 

 

エ 東日本大震災等に関連する労働衛生対策の推進 

(ｱ) 東電福島第一原発における作業や除染作業等に従事する労働者の放射線障害防

止対策の徹底 

(ｲ) 「原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化

について（平成 24 年８月 10 日付け基発 0810 第１号）」に基づく東電福島第一原

発における事故の教訓を踏まえた対応の徹底 



参考２

確認

１ 感染予防のための体制

・事業場のトップが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取り組むことを表明し、労働者
に対して感染予防を推進することの重要性を伝えている。

はい・いいえ

・事業場の感染症予防の責任者及び担当者を任命している。（衛生管理者、衛生推進者など） はい・いいえ

・会社の取組やルールについて、労働者全員に周知を行っている。 はい・いいえ

・労働者が感染予防の行動を取るように指導することを、管理監督者に教育している。 はい・いいえ

・安全衛生委員会、衛生委員会等の労使が集まる場において、新型コロナウイルス感染症の拡大防
止をテーマとして取り上げ、事業場の実態を踏まえた、実現可能な対策を議論している。

はい・いいえ

・職場以外でも労働者が感染予防の行動を取るよう「新しい生活様式」の実践例について、　労働者全
員に周知を行っている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）を周知し、インストールを労働者に勧奨している。 はい・いいえ

２　感染防止のための基本的な対策

（１）感染防止のための３つの基本：①身体的距離の確保、②マスクの着用、③手洗い

・人との間隔は、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを求めている。 はい・いいえ

・会話をする際は、可能な限り真正面を避けることを求めている。 はい・いいえ

・外出時、屋内にいるときや会話をするときに、症状がなくてもマスクの着用を求めている。
※熱中症のリスクがある場合には、６についても確認してください。

はい・いいえ

・手洗いは30秒程度かけて水と石けんで丁寧に洗うことを求めている（手指消毒薬の使用も可）。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（２）三つの密の回避等の徹底

・三つの密（密集、密接、密閉）を回避する行動について全員に周知し、職場以外も含めて回避の徹底
を求めている。

はい・いいえ

・普段からマスク着用や咳エチケット（咳や発声の際には袖やハンカチ等で口を覆う）を全員に周知し、
職場以外も含めて徹底を求めている。

はい・いいえ

項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト

１ このチェックリストは、職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための基本的な
対策の実施状況について確認いただくことを目的としています。

２ 項目の中には、業種、業態、職種等によっては対応できないものがあるかもしれません。ですので、
すべての項目が「はい」にならないからといって、対策が不十分ということではありません。職場の
実態を確認し、全員（事業者と労働者）がすぐにできることを確実に実施いただくことが大切です。

３ 確認した結果は、衛生委員会等に報告し、対策が不十分な点があれば調査審議いただき、改善に繋
げてください。また、その結果について全ての労働者が確認できるようにしてください。
衛生委員会等が設置されていない事業場においては、事業者による自主点検用に用いて下さい。

※ 都道府県労働局、労働基準監督署に報告いただく必要はありません。
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

・こまめな換気について全員に周知し、徹底を求めている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（３）日常的な健康状態の確認

・出勤前に体温を確認するよう全員に周知し、徹底を求めている。 はい・いいえ

・出社時等に、全員の日々の体調（発熱やだるさを含む風邪症状の有無、味覚や嗅覚の異常の有無
等）を確認している。

はい・いいえ

・体調不良時には正直に申告しやすい雰囲気を醸成し、体調不良の訴えがあれば勤務させないこと、
正直に申告し休むことで不利益な扱いにしないことを、職場で確認している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（４）一般的な健康確保措置

・長時間の時間外労働を避けるなど、疲労が蓄積しないように配慮している。 はい・いいえ

・十分な栄養摂取と睡眠の確保について全員に周知し、意識するよう求めている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（５）「新しい生活様式」の実践例で示された「働き方の新しいスタイル」の取組状況について

・「テレワークやローテーション勤務」を取り入れている。 はい・いいえ

・「時差通勤でゆったりと」を取り入れている。 はい・いいえ

・オフィスの人口密度を減らした「オフィスはひろびろと」を取り入れている。 はい・いいえ

・「会議はオンライン」を取り入れている。 はい・いいえ

・「名刺交換はオンライン」を取り入れている。 はい・いいえ

・「対面での打合せは換気とマスク」を取り入れている。 はい・いいえ

（６）新型コロナウイルス感染症に対する情報の収集

・国、地方自治体や一般社団法人日本渡航医学会や公益社団法人日本産業衛生学会等の公益性の
高い学術学会等のホームページ等を通じて最新の情報を収集している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

３　感染防止のための具体的な対策

（１）基本的な対策

・①換気の悪い密閉空間、②多くの人が密集、③近距離での会話や発声の「３つの密」を同時に満たす
行事等を行わないようにしている。

はい・いいえ

・上記「３つの密」が重ならなくても、リスクを低減させるため、出来る限り「ゼロ密」を目指している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（２）換気の悪い密閉空間の改善

・職場の建物が機械換気（空気調和設備、機械換気設備）の場合、建築物衛生法令の空気環境の基
準が満たされている。

はい・いいえ

・職場の建物の窓が開く場合、1時間に２回程度、窓を全開している。 はい・いいえ

・電車等の公共交通機関の利用に際し、窓開けに協力するよう全員に周知している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

2 / 5 ページ



確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（３）多くの人が密集する場所の改善

・業態に応じて可能な範囲で出勤を抑制するように努めている。 はい・いいえ

・電車やバス等での他人との密着を防ぐため、時差通勤、自転車通勤、自家用車通勤などの活用を
図っている。

はい・いいえ

・テレビ会議やWeb会議の活用等により、人が集まる形での会議等をなるべく避けるようにしている。 はい・いいえ

・対面での会議やミーティング等を行う場合は、マスクの着用を原則とし、人と人の間隔をできるだけ２
ｍ（最低１ｍ）空け、可能な限り真正面を避けるようにしている。

はい・いいえ

・接客業等において、人と人が近距離で対面することが避けられない場所は、労働者にマスクを着用さ
せ、人と人の間にアクリル板、不燃性透明ビニールカーテンなどで遮蔽するようにしている。

はい・いいえ

・職場外（バスの移動等）でもマスクの着用や、換気、人との間隔を取る等、三つの密を回避するよう努
めることとしている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（４）接触感染の防止について

・物品・機器等（例：電話、パソコン、デスク等）や治具・工具などについては、複数人での共用をできる
限り回避している。どうしても共用する場合には使用前後での手洗いや手指消毒を徹底している。

はい・いいえ

・事業所内で労働者が触れることがある物品、機器、治具・工具等について、こまめに消毒を実施する
こととしている。
※人がいる環境に、消毒や除菌効果を謳う商品を空間噴霧して使用することは、眼、皮膚への付着や
吸入による健康影響のおそれがあることから推奨されていません。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（５）近距離での会話や発声の抑制

・職場では、同僚を含む他人と会話する際には、大きな声を出さずに距離をなるべく保持するようにし
ている。

はい・いいえ

・外来者、顧客、取引先との対面での接触や会話をなるべく避けるようにしている。 はい・いいえ

・どうしても1ｍ以内で会話する必要がある場合は、15分以内に留めるようにしている。 はい・いいえ

・粉じんや化学物質など、呼吸用保護マスクを装着する必要がある作業では、声で合図連絡する場合
にはマスクを外さないように周知している。拡声器使用や伝声板付きのマスク採用が望ましい。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（６）共用トイレの清掃等について

・不特定多数が接触する場所は、清拭消毒を行うこととしている。 はい・いいえ

・トイレの床や壁は次亜塩素酸ナトリウム0.1％水溶液で手袋を用いて清拭消毒する。 はい・いいえ

・トイレの蓋を閉めて汚物を流すように表示している。（便器内は通常の清掃でよい） はい・いいえ

・ペーパータオルを設置するか、個人ごとにタオルを準備する。 はい・いいえ

・ハンドドライヤーは止め、共通のタオルを禁止している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（７）休憩スペース等の利用について

・一度に休憩する人数を減らし、対面で食事や会話を控えるようにしている。 はい・いいえ

・休憩スペースは常時換気することに努めている。 はい・いいえ

・休憩スペースの共有する物品（テーブル、いす、自販機ボタン等）は、定期的に消毒をしている。 はい・いいえ
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

・休憩スペースへの入退室の前後に手洗い又は手指の消毒をさせている。 はい・いいえ

・社員食堂での感染防止のため、座席数を減らす、座る位置を制限している、マスクを外したままの談
笑を控えるよう注意喚起している、昼休み等の休憩時間に幅を持たせている、などの工夫をしている。

はい・いいえ

・社員食堂では感染防止のため、トングやポットなどの共用を避けている。 はい・いいえ

・喫煙所では同時に利用する人数に制限を設け、手指消毒後に十分乾いてから喫煙するよう指導し、
会話をせず喫煙後は速やかに立ち退くことを、利用者に周知し、徹底している。

はい・いいえ

・その他の共有の施設について、密閉、密集、密接とならないよう利用方法について検討している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（８）ゴミの廃棄について

・鼻水、唾液などが付いたゴミ（飲用後の紙コップ、ビン、缶、ペットボトルなどを含む）は、ビニール袋に
入れて密閉して縛ることとしている。

はい・いいえ

・ゴミを回収する人は、マスク、手袋、保護メガネを着用することとし、作業後は必ず石けんと流水で手
洗いをすることとしている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

４　配慮が必要な労働者への対応等

・風邪症状等が出た場合は、「出勤しない・させない」の徹底を全員に求めている。 はい・いいえ

・社内での健康相談窓口の周知とともに、「新型コロナウイルス感染症についての相談の目安」や最寄
りの「帰国者・接触者相談センター」を全員に周知している。

はい・いいえ

・高齢者や基礎疾患（糖尿病、心不全、慢性呼吸器疾患、高血圧、がんなど）を有する者などの重症化
リスク因子を持つ労働者及び妊娠している労働者に対しては、本人の申出及び産業医等の意見を踏
まえ、感染予防のための就業上の配慮（テレワークや時差出勤等）を行っている。

はい・いいえ

・特に妊娠中の女性労働者が、医師又は助産師からの指導内容について「母健連絡カード」等で申し
出た場合、産業医等の意見も勘案の上、作業の制限または出勤の制限（在宅勤務又は休業をいう。）
の措置を行っている。

はい・いいえ

・テレワークを行う場合は、業務とプライベートの切り分けに留意し、上司や同僚とのコミニュケーション
方法を検討し、在宅勤務の特性も理解したうえで、運動不足や睡眠リズムの乱れやメンタルヘルスの
問題が顕在化しやすいことを念頭において就業させている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

５　新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者（以下「陽性者等」）が出た場合等の対応

（1）陽性者等に対する不利益取扱い、差別禁止の明確化

・新型コロナウイルスの陽性者等であると判明しても、解雇その他の不利益な取扱いを受けないこと及
び差別的な取扱いを禁止することを全員に周知し、徹底を求めている。

はい・いいえ

（２）陽性者等が出た場合の対応

・新型コロナウイルスに陽性であると判明した場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡す
ることを全員に周知し、徹底を求めている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性であると判明した第三者との濃厚接触があり、保健所から自宅待機等の
措置を要請された場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡することを全員に周知し、徹
底を求めている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性であるとの報告を受け付ける事業場内の部署（担当者）を決め、全員に周
知している。また、こうした情報を取り扱う部署（担当者）の取り扱い範囲とプライバシー保護のルール
を決め、全員に周知している。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性である者と濃厚接触した者が職場内にいた場合にどのような対応をする
かルール化し、全員に周知している。

はい・いいえ
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・職場の消毒等が必要になった場合の対応について事前に検討を行っている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（３）その他の対応

・濃厚接触者への対応等、必要な相談を受け付けてくれる「保健所」、「帰国者・接触者相談センター」
等を確認してある。

はい・いいえ

・事業場内の診療・保健施設で体調不良者を受け入れる場合は、事業場内での感染拡大の原因とな
る可能性があることに留意し、医療従事者は標準予防策を遵守し、適切な感染予防体制（受診者のマ
スク着用、待合や動線を分ける、受診者が一定の距離を保てるよう配慮するなど）を実行している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

６　熱中症の予防（※熱中症のリスクがある場合に確認してください。）

・身体からの発熱を極力抑えるため、作業の身体負荷を減らすとともに、休憩を多くとることの重要性を
周知している。

はい・いいえ

・のどの渇きを感じなくても、労働者に水分・塩分を摂取するよう周知し、徹底を求めている。
※マスクで口が覆われることにより、のどの渇きを感じにくくなることがあります。

はい・いいえ

・屋外で人と十分な距離（少なくとも２ｍ以上）が確保できる場合で、大声を出す必要がないときには、
マスクをはずすよう周知している。

はい・いいえ

・事務室等における換気機能のない冷房使用時には、新型コロナウイルス対策のための換気により室
内温度が高くなりがちであるため、エアコンの温度設定を下げるなどの調整をしている。

はい・いいえ

R2.8.7版

※　ご不明な点がございましたら、お近くの労働局又は労働基準監督署の安全衛生主務課にお問い合わせください。
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石綿は平成18年(2006年)9月から輸入、製造、使用などが禁止(罰則あ
り)されていますが、それより以前に着工した建築物・工作物・船舶は石
綿が使用されている可能性が高く、解体工事・改修工事で飛散した石綿の
粉じんを吸い込むと、肺がんや中皮腫を発症するおそれがあります。適切
な対策の実施が必要です。

建築物・工作物・船舶の解体工事、リフォーム・修繕などの
改修工事に対する石綿対策の規制が強化されます

■工事対象となる全ての部材について、石綿が含まれているかを事前に
設計図書などの文書と目視で調査し（事前調査）、調査結果の記録を
３年間保存することが義務になります（令和３年４月～）

■建築物の事前調査は、厚生労働大臣が定める講習を修了した者等に
行わせることが義務になります（令和５年10月～）

工事開始前の石綿の有無の調査

解体改修工事の受注者（解体改修工事実施者）の皆さま

■石綿が含まれている保温材等の除去等工事の計画は１４日前までに
労働基準監督署に届け出ることが義務になります（令和３年４月～）

■一定規模以上の建築物や特定の工作物の解体・改修工事は、事前調査
の結果等を電子システム（スマホも可）で届け出ることが義務になり
ます（令和４年４月～）

工事開始前の労働基準監督署への届出

■除去工事が終わって作業場の隔離を解く前に、資格者による石綿等の
取り残しがないことの確認が義務になります（令和３年４月～）

吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事に対する規制

■石綿が含まれている仕上塗材をディスクグラインダー等を用いて除去
する工事は、作業場の隔離が義務になります（令和３年４月～）

■石綿が含まれているけい酸カルシウム板第１種を切断、破砕等する
工事は、作業場の隔離が義務になります（令和２年10月～）

■石綿が含まれている成形板等の除去工事は、切断、破砕等によらない
方法で行うことが原則義務になります（令和２年10月～）

石綿含有仕上塗材・成形板等の除去工事に対する規制

■石綿が含まれている建築物、工作物又は船舶の解体・改修工事は、
作業の実施状況を写真等で記録し、３年間保存することが義務に
なります（令和３年４月～）

写真等による作業の実施状況の記録
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■事前調査の実施
＊調査方法を明確化 ＊資格者による調査
調査結果の３年保存、現場への備え付け
■作業計画の作成
作業計画に基づく作業状況などの写真などによる記録・３年保存
■掲示
■作業時に建材を湿潤な状態にする
■マスク等の使用
■作業主任者の選任
■作業者に対する特別教育の実施
■健康診断の実施

石綿対策の規制が変わりました
改正後の規制(改正石綿障害予防規則)

計画届の提出*14日前まで
(レベル２まで拡大)

レベル１建材 レベル２建材 レベル３建材けい酸ｶﾙｼｳﾑ板第１種(破砕時)
仕上塗材(電動工具での除去時)

石綿飛散の危険性
高 低

事前調査結果等の報告（一定規模以上の工事が対象）

■作業場所を隔離し、
負圧を維持
■集じん・排気装置の初回時・
変更時の点検
■作業前・作業中断時の
負圧点検
■隔離解除前の取り残し確認

作業場所の隔離

[参考]改正前の規制(石綿障害予防規則)
（レベル１建材のみ）計画届の提出
（レベル２建材のみ）作業届の提出
（全てのレベルで実施）
事前調査の実施、作業計画の作成、掲示、作業時に建材を湿潤な状態にする、
マスク等の使用、作業主任者の選任、作業者に対する特別教育の実施、健康診断の実施
（レベル１・２建材）
作業場所を隔離し負圧を維持、集じん・排気装置の初回時点検、作業前の負圧点検

＊下線部が改正事項

２



工事の種類
規制内容

全ての解体・改修工事
建築物 工作物 船舶

事前調査の実施、記録の３年保存 ● ● ●
事前調査に関する資格者要件 ●
事前調査結果等の報告（工事開始前まで） ●※１ ●※２
作業計画の作成（石綿含有建材がある場合） ● ● ●
計画の届出（工事開始の14日前まで） ●※３ ●※３ ●※３

■工事開始前まで■

■工事開始後（石綿含有建材を扱う作業に限る）■

※１床面積80m2以上の解体工事または請負金額100万円以上の改修工事に限る
※２請負金額100万円以上の特定の工作物の解体工事または改修工事に限る
※３吹付石綿等（レベル１建材）または石綿含有保温材等（レベル２建材）がある場合に限る

作業の種類

主な規制内容

吹
付
石
綿、

保
温

材
等
の
除
去
等

け
い
酸
カ
ル
シ
ウ
ム

板
第
１
種
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破
砕
等

仕
上
塗
材
の
電
動
工

具
に
よ
る
除
去

ス
レー

ト
板
等
の

成
形
品
の
除
去

事前調査結果の作業場への備え付け、掲示 ● ● ● ●
石綿作業主任者の選任・職務実施 ● ● ● ●
作業者に対する特別教育の実施 ● ● ● ●
作業場所の隔離 ● ● ●
隔離空間の負圧維持・点検・解除前の除去完了確認 ●
作業時に建材を湿潤な状態にする ● ● ● ●
マスク、保護衣等の使用 ● ● ● ●
関係者以外の立入禁止・表示 ● ● ● ●
石綿作業場であることの掲示 ● ● ● ●
作業者ごとの作業の記録・40年保存 ● ● ● ●
作業実施状況の写真等による記録・３年保存 ● ● ● ●
作業者に対する石綿健康診断の実施 ● ● ● ●

工事・作業別の規制内容の早見表
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■工事対象となる全ての部材について事前調査が必要
■事前調査は、設計図書などの文書および目視による必要
■事前調査で石綿の使用の有無が明らかにならなかった場合には、
分析による調査の実施が義務
※石綿が使用されているものとみなして、ばく露防止措置を講ずれば、分析は不要

規制内容の詳細・解説

工事開始前の石綿の有無の調査(方法の明確化) 令和３年４月１日施行

◆「目視」とは、単に目で見て判断することではなく、現地で部材の
製品情報などを確認することをいう

◆目視ができない部分は、目視が可能となった時点で調査

◆石綿が使用されていないと判断するためには、製品を特定した上で、
以下のいずれかの方法によらなければならない

・その製品のメーカーによる証明や成分情報などと照合する方法
・その製造年月日が平成18年9月1日以降であることを確認する方法

◆以下の確認ができる場合は、目視等によらなくてもよい
・過去に行われた事前調査に相当する調査の結果の確認
・インベントリ確認証書が交付されている船舶のインベントリの確認
・着工日が平成18年9月1日以降であることの確認

◆以下に該当する場合は、石綿の飛散リスクはないと判断できるので
調査不要
・木材、金属、石、ガラス、畳、電球などの石綿が含まれていない
ことが明らかなものの工事で、切断等、除去または取り外し時に
周囲の材料を損傷させるおそれのない作業

・工事対象に極めて軽微な損傷しか及ぼさない作業
・現存する材料等の除去は行わず、新たな材料を追加するのみの
作業

・石綿が使用されていないことが確認されている特定の工作物の
解体・改修の作業

４



■事前調査や分析調査は、要件を満たす者が実施する必要

工事開始前の石綿の有無の調査 令和５年10月１日施行

◆事前調査を実施することができる者
・特定建築物石綿含有建材調査者
・一般建築物石綿含有建材調査者
・一戸建て等石綿含有建材調査者
※一戸建て住宅・共同住宅の住戸の内部に限定

・令和５年９月までに日本アスベスト調査診断協会に登録された者

◆分析調査を実施することができる者
・厚生労働大臣が定める分析調査者講習を受講し、修了考査に
合格した者

・公益社団法人日本作業環境測定協会が実施する「石綿分析技術の評
価事業」により認定されるAランクまたはBランクの認定分析技術者

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト偏光顕
微鏡実技研修（建材定性分析エキスパートコース）修了者」

・一般社団法人日本環境測定分析協会に登録されている「建材中のア
スベスト定性分析技能試験（技術者対象）合格者」

・一般社団法人日本環境測定分析協会が実施する「アスベスト分析法
委員会認定JEMCAインストラクター」

■調査結果の記録は、３年間保存する必要
■調査結果の写しを工事現場に備え付け、概要を見やすい箇所に
掲示することも義務

令和３年４月１日施行

◆調査結果の記録項目
・事業者の名称・住所・電話番号、現場の住所、工事の名称・概要
・事前調査の終了年月日
・工事対象の建築物・工作物・船舶の着工日、構造
・事前調査の実施部分、調査方法、調査結果（石綿の使用の有無とその
判断根拠）

５



報告対象工事・報告内容

工事開始前の労働基準監督署への報告 令和４年４月１日施行

◆報告が必要な工事
① 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事

※建築物の解体工事とは、建築物の壁、柱および床を同時に撤去する
工事をいう

② 請負金額が100万円以上の建築物の改修工事
※建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの変更を加える
工事であって、建築物の解体工事以外のものをいう

※請負金額は、材料費も含めた工事全体の請負金額をいう

③ 請負金額が100万円以上の以下の工作物の解体工事・改修工事
・反応槽、加熱炉、ボイラー、圧力容器
・配管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等を
除く）

・焼却設備
・煙突（建築物に設ける排煙設備等を除く）
・貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）
・発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く）
・変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）
・トンネルの天井板
・プラットホームの上家、鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板
・遮音壁、軽量盛土保護パネル

◆電子システムで報告が必要な内容
・事業者の名称・住所・電話番号・労働保険番号、現場の住所、
工事の名称・概要・工事期間

・事前調査の終了年月日、事前調査を実施した者の氏名等
・工事対象の建築物・工作物の着工日、構造の概要
・床面積（建築物の解体工事）または請負金額（その他の工事）
・石綿作業主任者の氏名
・事前調査結果の概要（材料ごとの石綿使用の有無、判断根拠）
・作業の種類・切断等の作業の有無・作業時の措置

◆報告の方法
・複数の事業者が同一の工事を請け負っている場合は、元請事業者が請
負事業者に関する内容も含めて報告する必要

・平成18年９月１日以降に着工した工作物について、同一の部分を定
期的に改修する場合は、一度報告を行えば、同一部分の改修工事につ
いては、その後の報告は不要

６



■隔離場所の集じん・排気装置に、設置場所など何らかの変更
を加えたときにも、排気口からの石綿等の粉じんの漏洩の
有無を点検する必要

■作業中断時にも隔離場所の前室が負圧に保たれているか
点検する必要

■除去作業終了後に隔離を解く前に、資格者による取り残しが
ないことの目視による確認が必要

吹付石綿・石綿含有保温材等の除去工事に対する規制
令和３年４月１日施行

◆負圧の点検は、作業開始前に加えて、作業中断時に作業者が集中
して前室から退出するタイミングで実施する必要
※作業中断時とは、休憩等で作業を中断した時や何日間か継続する作業において最終日以
外の日の作業を終了した時をいう

◆取り残しがないことの確認ができる資格者
・除去作業の石綿作業主任者
・事前調査を実施する資格を有する者（建築物に限る）

◆取り残しがないことの確認は、分析等は不要

石綿含有仕上塗材をディスクグラインダーまたはディスクサン
ダーで除去するときは、ビニルシートなどにより作業場所を隔離
し、湿潤な状態に保ちながら作業をする必要

石綿含有仕上塗材の除去工事に対する規制 令和３年４月１日施行

◆作業場所の隔離は、負圧に保つ必要はない

◆高圧水洗工法、超音波ケレン工法等は作業場所の隔離不要

７



■石綿含有成形品（スレート、ボード、タイル、シートなど）の
除去は、切断・破砕等以外の方法による必要
（技術上困難な場合を除く ）

■けい酸カルシウム板第１種をやむを得ず切断・破砕等するとき
は、ビニルシートなどにより作業場所を隔離し、湿潤な状態に
保ちながら作業をする必要
※作業場所の隔離は、負圧に保つ必要はない

成形板等の除去工事に対する規制 令和２年10月１日施行

・石綿含有建材の除去等作業時に、湿潤な状態にすることが
著しく困難なときは、除じん性能付き電動工具の使用など、
石綿粉じんの発散防止措置に努める必要

８

◆技術上困難な場合とは︓
材料が下地材などと接着材で固定されており、切断等を行わずに
除去することが困難な場合や、材料が大きく切断等を行わずに手
作業で取り外すことが困難な場合など

◆切断・破砕等以外の方法とは︓
ボルトや釘等を撤去し、手作業で取り外すことなどをいう

建材を湿潤な状態にすることが困難な場合の措置
令和３年４月１日施行

◆湿潤な状態にする方法には︓
散水による方法、固化剤を吹き付ける方法のほか、剥離剤を使用
する方法も含まれる

◆発散防止措置には︓
除じん性能付き電動工具の使用以外に、作業場所を隔離すること
が含まれる



■３年間保存すべき記録の内容・記録方法

写真等による作業の実施状況の記録 令和３年４月１日施行

40年の保存義務がある労働者ごとの作業の記録に追加が
必要な項目

９

◆以下の内容が確認できるよう写真等により記録し、３年間
保存する必要（⑥は文書等による記録で可）
①事前調査結果等の掲示、立入禁止表示、喫煙・飲食禁止の掲示、
石綿作業場である旨等の掲示状況

②隔離の状況、集じん・排気装置の設置状況、前室・洗身室・
更衣室の設置状況
③集じん・排気装置からの石綿等の粉じんの漏洩点検結果、負圧
の点検結果、隔離解除前の除去完了確認の状況

④作業計画に基づく作業の実施状況（湿潤化の状況、マスク等の
使用状況も含む）
※同様の作業を行う場合も、作業を行う部屋や階が変わるごとに記録する必要

⑤除去した石綿の運搬または貯蔵を行う際の容器など、必要な事
項の表示状況、保管の状況

⑥作業従事者および周辺作業従事者の氏名および作業従事期間

◆記録は、写真のほか、動画による記録も可能
撮影場所、撮影日時等が特定できるように記録する必要

労働者ごとの作業の記録項目の追加 令和３年４月１日施行

◆事前調査結果の概要
６ページ目の「電子システムで報告が必要な内容」と同様

◆作業の実施状況の記録の概要
写真等をそのまま保存する必要はなく、保護具の使用状況も含め
た措置の実施状況についての文章等による簡潔な記載による記録



厚生労働省
都道府県労働局・労働基準監督署


